


















く，チャリティに関わる最初の法令は，1601 年に策定された公益ユース法（The Charitable 
Uses Act）にまで遡る。以来，さまざまな形でチャリティの法制は整備されているが，その過程
で情報開示の制度も進化してきた。
例えば，チャリティには財務諸表（2011 年チャリティ法（Charities Act 2011）132 条）や，理

























































き（Guidance）である。「CC」で始まる手引きは，現在 CC3 から CC49 までがWEB上に掲載さ
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れている3。
手引きの中には，チャリティ委員会がチャリティの作成する報告書に関連する法令等を簡潔に
まとめた，CC15d─チャリティの報告と会計の要点（CC15d-Charity Reporting and Accounting：






年次報告書については，2011 年チャリティ法の 162 条に法的要件が定められており，内容を
規定するものとして，チャリティ（財務諸表および報告書）規定 2008（The Charities （Accounts 
and Reports） Regulations 2008。以下，チャリティ規定 2008）がある。また，チャリティの実務










提出義務がある（163 条 3 項）。





する監査報告書（Auditorʼs report）あるいは検査報告書（Independent examinerʼs report）の添
付が義務づけられている（164 条１項）。
図表 2は，代表的な大規模チャリティの 1つである Oxfam（2019 年 10 月 18 日時点で収入規
模は第 12 位）と，小規模チャリティの 1つである，Little Fish Theaterの執筆時点で最新の年次
報告書を，参考として示したものである。Oxfamの年間総収入は Little Fish Theaterの 1,000 倍
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発生主義会計を用いて財務諸表を作成する場合には，基本的には財務活動報告書（Statement 
of Financial Activities：SOFA），貸借対照表（Balance Sheet）,そして注記（Explanatory notes）
の作成が求められる6。
一方，現金主義会計を採用する場合には，チャリティは現金収支計算書（Receipts and Payments 






















チャリティ法人以外の登録チャリティの場合，年間総収入が £10,000 超～£25,000 以下であれ
ば，年次報告書の指示された質問項目に回答することで報告要件を満たす。年間総収入が
£25,000 超の登録チャリティは，これに加えて年次報告書，財務諸表および検査報告書を PDF
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PDFと共に提出する。また，他の登録チャリティと同様に，年間総収入 £25,000 超の場合には

















































　　◯　Section A － Reference and administration details
　　◯　Section B － Structure, governance and management
　　◯　Section C － Objectives and activities
　　◯　Section D － Achievements and performance
　　◯　Section E － Financial review
　　◯　Section F － Other optional information
　　◯　Section G － Declaration
Charity Commission：Trustees' annual report template（SORP 2005）
会社法を設立根拠とするチャリティ以外の小規模なチャリティ（チャリティ法人は除く）に
は，これらの事項すべてを記載したシンプルな報告書の作成が要求される。この場合の小規模
チャリティとは，チャリティの年間総収入が £500,000 以下（また，資産価値が £3.26 百万超で
はない）のチャリティを指す。
チャリティ委員会は小規模チャリティが使用することが可能なひな形を用意している。ひな形
は 4 ページあり，内容は図表 4 のように項目として Section Aから Section Gまでの 7 つがあ
る。参考として実際のひな形を図表 5-1 および 5-2 に示した。
なお，チャリティはひな形の通りに年次報告書を作成する必要はない。また，上記の情報に加





































































































































































































3　Charity Commission－List of Charity Commission ʻCCʼ guidance publications
4　CC15 はこれまでに数度改訂されている。チャリティ委員会は，これまでに CC15，CC15a，CC15b，
CC15cと，本稿で扱っている CC15dの 5つを示してきた。CC15dは，事業年度の開始が 2016 年 11 月 1
日以降となるものに適用される手引きである。
5　チャリティの規模については適宜見直されている。2008 年 3 月 31 日以前の基準は £100,000 以下であ
る。
6　一定規模以上の大規模チャリティには，キャッシュ・フロー計算書（Statement of cash flows）の作成が
要求される場合がある。また，法的要件により収支計算書（Income and Expenditure Account）の作成を
要求されるケースもあるが，本稿ではその詳細については割愛する。
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7　Charity Commission, Office of the Scottish Charity Regulator and Charity Commission for Northern Ireland
（2019），page 3, 11.
8　Charity Commission－ Prepare a charity trusteesʼ annual report参照。
9　基本的には全理事の名前を記載するが，50 人以上の理事がいる場合には，最低 50 名の理事の名前の記
載が求められるなど，いくつかの例外的な規則がある。
10　公益に関する手引きとして，チャリティ委員会は，“Public benefit: the public benefit requirement
（PB1）”, “Public benefit : running a charity（PB2）”，“Public benefit: reporting（PB3）” の 3 つの手引きや，
公益全般を示す手引きである “Public benefit: an overview” などを提示している。
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